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経済財政運営と改革の基本方針2016（平成28年6月2日閣議決定）

２．成長戦略の加速等
（４）地方創生、中堅・中小企業・小規模事業者支援

③ 地域の活性化

経済環境の変動等にも強い地域経済への転換と地域雇用の創出等による地域経済好循環の拡大を図るため（略）。また、マイナン
バーカードを活⽤した⾃治体と商店街等とのサービス連携等による地域活性化を検討する。

第２章 成長と分配の好循環の実現

４．成長と分配をつなぐ経済財政システムの構築
（２）行政手続の簡素化・効率化・オンライン化

（前略）また、マイナンバーカードや電⼦私書箱の利活⽤による、⼦育て⽀援や電⼦調達等に係る⼿続のワンストップ化を促進する制度
整備等に取り組む。

第３章 経済・財政一体改革の推進

５．主要分野毎の改革の取組
（３）地方行財政改革・分野横断的な課題
⑤ IT化と業務改革、行政改革等

「国・地方IT化・BPR推進チーム報告書」に基づく進捗状況の把握や必要な措置を行い、国の業務改革・情報システム改革を引き
続き推進する。コンビニ交付や⼦育てワンストップサービスなどオンラインサービス改⾰の実現に加え、災害発⽣時等を含むマイナンバー
制度の活⽤拡充に向け、関係省庁が連携して検討を進める。
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第二 ３つのアクションプラン

一．日本産業再興プラン
４．世界最高水準のIT社会の実現
（３）新たに講ずべき具体的施策

ⅱ）安全・安心を前提としたマイナンバー制度の活用

② 個⼈番号カードの普及・利活⽤の促進
（略）2017年度以降の個⼈番号カードのキャッシュカードやデビットカード、クレジットカードとしての利⽤やATM等からのマイナポータル

へのアクセスの実現に向けて、個人情報の保護や金融犯罪の防止等が十分確保されることを前提に、民間事業者と検討を進める。加

えて、個⼈番号カードの公的個⼈認証機能について、2017年中のスマートフォンでの読み取り申請の実現や、2019年中の利⽤者証明
機能のスマートフォンへのダウンロードを実現すべく、必要な技術開発及び関係者との協議を進める。（略）また、個人番号カードにより提

供されるサービスの多様化を図るために、個人番号カードを利用した、住⺠票、印鑑登録証明書、⼾籍謄本等のコンビニ交付につい

て、来年度中に実施団体の⼈⼝の合計が６千万⼈を超えることを目指す。さらに、住⺠票を有しない在留邦⼈への個⼈番号カードの
交付や、海外転出後の公的個⼈認証機能の継続利⽤等のサービスの2019年度中の開始を目指し、検討を進める。

④ マイナポータルを活⽤したワンストップサービスの提供
個⼈番号カードの公的個⼈認証機能を活⽤し、官民で連携した仕組みを設け、電⼦私書箱機能を活⽤した官⺠の証明書類の提出

や引越・死亡等に係るワンストップサービスや、テレビ・スマートフォン等を活⽤した電⼦的な⾏政⼿続等への多様なアクセスを、2017年1月
のマイナポータルの運用開始に合わせて順次実現する。

⑤ 個⼈番号カード及び法⼈番号を活⽤した官⺠の政府調達事務の効率化
法⼈の代表者から委任を受けた者が、対⾯・書⾯なく電⼦申請・電⼦契約等を⾏うことを可能とする制度的措置及びシステム構築に向

けた検討を行い、個人番号カード及び法人番号を用いて、政府調達に関する入札参加資格審査から契約までの一貫した電子化を

2017年度から順次開始する。また、入札資格情報や調達情報の国・地方公共団体間での共有や、調達情報の取得を容易にすることで、

民間事業者による参入を促進するべく、2017年度から順次地方公共団体での上記システムの利用を可能とする。



日本再興戦略 2016（平成28年6月2日閣議決定）

１．第４次産業革命の実現
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅱ）第４次産業革命を支える環境整備

⑥ サイバーセキュリティの確保とIT利活⽤の徹底等
イ）IT利活⽤の推進とマイナンバー利活⽤拡⼤等(マイナンバーカード・マイナポータルの利活⽤拡⼤)

今年１月にスタートしたマイナンバー制度に関しては、マイナンバーカードの着実な交付等による国民の信頼性確保を最優先に、来

年７月からのマイナポータルの本格運用開始に向けた取組と並行して、国民生活の利便性向上に向けたマイナンバーカード・マイナポー
タルの利活⽤拡⼤に関する検討等を進める。

・ 国民の子育て負担軽減を図るため、希望者が妊娠、出産、育児等の子育て関連の申請に関して、窓⼝への訪問や書類郵送なしで地
⽅公共団体における⼿続をマイナンバー制度・マイナンバーカードの活⽤により、オンラインで⼀括して⾏えるよう、現行法上の要請を踏ま

えつつワンストップ化の検討を行い、来年７月以降速やかに実現する。

・ 災害発⽣時や⽣活再建⽀援時等におけるマイナンバー制度・マイナンバーカードを⽤いたより効果的な避難状況等の把握等に繋がる

情報共有のあり方について検討を行い、今年度中を目途に方針をとりまとめる。

・ 法⼈の代表者から委任を受けた者がマイナンバーカードを⽤いて対⾯・書⾯なく電⼦的に契約書等の作成、提出等することが可能にな
るよう、公的個⼈認証サービスを活⽤した法⼈間取引等における権限の認証等の実現に向けた多様なアクセス⼿段や制度的措置につい
て検討を進め、可能な限り早期に国会に法案を提出する。あわせて、マイナンバーカード及び法⼈番号も活⽤した、調達⼿続の簡素化
等については本年度から順次実現する。

・ 利⽤者証明⽤電⼦証明書の海外転出後の継続利⽤等や旧姓併記等の券⾯記載事項の充実、マイナンバーカードのマイキー部分
（公的個⼈認証機能等）を活⽤した公共施設の利⽤や⾃治体ポイント等の⾃治体サービスのクラウド利⽤による効果的・効率的利⽤
や当該ポイントの商店街等での利⽤推進等について、その可否も含め検討を進め、可能なものから来年度以降順次実現する。
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世界最先端IT国家創造宣言（平成28年５月20日閣議決定） 4

１．これまでの代表的な成果
（２）マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上
【取組の目的】

行政手続の簡素化等による国民生活の利便性の向上、公共サービスの給付と負担の公平化による公平・公正な社会の実現、バック
オフィス連携等による行政の効率化を図る。

【主な成果】

・ マイナンバー制度の普及と利活用を図るため、国・地方公共団体・事業者が連携して取り組むべき事項を明記した「中間とりまとめ」を
策定し、特にマイナンバーの利用範囲の拡大については、戸籍事務、旅券事務、在外邦人の情報管理業務等を中心に取組を推進中。

・ 公的個人認証サービスの利活用に向けた技術的検証や制度整備の検討を踏まえ、コンビニのキオスク端末による戸籍証明書の交付
や、母子健康情報の提供等、様々な場面でのマイナンバーカードの利活用拡大に向けた取組を推進中。

・ 国が率先してマイナンバーカードの普及と利活用を推進するため、平成２８年度から国家公務員ICカード身分証のマイナンバーカード
への一体化を順次進めることとし、一体化に必要な共通システムの整備を推進中。

・ マイナンバーカードの調達コストを最大限抑制するとともに、マイナンバーカードの国民への無償配布を実現。

Ⅰ．世界最先端IT国家創造宣言に基づくこれまでの成果

３．【重点項目３】 超少子高齢社会における諸課題の解決
（２）マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革

・ 妊娠、出産、育児等に係る、国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における子育て関連の申請等手続について、マ
イナンバーカードを用いてオンラインで一括して手続が行うことができるよう、マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスの
ワンストップ化の検討を行い、地方公共団体の情報提供ネットワークシステムの運用が開始される平成29年７月以降、速やかに実現。

・ これらについて、平成28年度末まで各種検討・整理を行うとともに、他のサービスについても、引き続き検討を推進。なお、地方公
共団体において、面談による世帯の状況把握や他の必要な支援との連携など対面手続としているものについては、その趣旨を十分
に踏まえる。

・ ⼦育てワンストップの更なる発展に向け、申請に際して必要な添付書類の取得などの⼀連の⼦育て関連⼿続に関しては、窓⼝訪問や
郵送等なしにマイナンバーカードを⽤いて⼀括して⼿続が⾏えるようマイナポータルとの今後の連携の在り⽅も含め検討を推進。

Ⅱ．「国から地方へ、地方から全国へ」 (IT利活用の更なる推進のための３つの重点項目)



（３）IT利活用による諸課題の解決に資する取組
③ マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上

・ 平成28年度から国・地⽅公共団体の調達情報の共有を開始するとともに、マイナンバーカードを⽤いた国・地⽅公共団体における調達
⼿続の簡素化や、各種申請手続や定期的な行政手続の簡素化、国民の利便性向上に大きな効果がある業務での利活用案の検討を
進め、民間事業者等における業務コストの低減や情報連携による事業活性化に効果的な取組を推進。

・ 公的個⼈認証サービスを活⽤した法⼈間取引における権限の認証等の実現に向けた多様なアクセス⼿段や制度的措置について検討を
進め、可能な限り早期に国会に法案を提出。

・ マイナンバーカードの公的個⼈認証機能を活⽤し、官⺠で連携した仕組みを設け、⺠間事業者の送達サービスを活⽤した官⺠の証明書
類の受け取りや⼦育て⽀援・引越・死亡等に係るワンストップサービスや、テレビ・スマートフォン・コンビニ端末等を活⽤した電⼦的な⾏政⼿
続等への多様なアクセスを、平成29年７月のマイナポータルの本格稼働に合わせて順次実現。

・ マイナンバーカードの利便性向上策等について、公的個⼈認証機能のうち利⽤者証明⽤電⼦証明書の海外転出後の継続利⽤や旧
姓併記等の券⾯記載事項の充実、マイナンバーカードのマイキー部分（公的個⼈認証機能等）を活⽤した公共施設や⾃治体ポイントな
どの⾃治体サービスのクラウド使⽤による効果的・効率的利⽤促進や当該ポイントの商店街等での利⽤推進等、その可否も含めて検討を
進め、可能なものから順次実現。

④安全で災害に強い社会の実現
・ 災害発⽣時や⽣活再建⽀援時等における、マイナンバー制度を⽤いた、より正確、迅速かつ効率的な避難状況等の把握等に当たって
の情報の共有の在り方について、地方公共団体等の取組の実態も踏まえ、マイナンバー制度の見直しも含めて検討を行い、平成２８
年度中を目処に取組方針を取りまとめ。

世界最先端IT国家創造宣言（平成28年５月20日閣議決定） 5

Ⅱ．「国から地方へ、地方から全国へ」 (IT利活用の更なる推進のための３つの重点項目)


